






◇あんしん居住制度　
　高齢者等の急病・孤独死等の不安を解消し、安心して居住できるよう、見守りサービス・葬儀の実施・
残存家財の片づけなどのサービスを提供するものです。
　いずれも、利用者の費用負担（利用料、預かり金）が必要です。
　東京都（島しょは除く。）にお住まい、あるいはこれからお住まいになる高齢者等、賃貸住宅居住者・持
ち家居住者を問わず、どなたでも利用できます。
※また、賃貸住宅居住の方には、B（葬儀の実施）・C（残存家財の片づけ）セットの月払いタイプもござい
　ます。詳しくはお問い合わせください。
　　　●お問合せ先 　  公益財団法人東京都防災・建築まちづくりセンター   電話 　03-5989-1784
　　　　　　　　　　URL https://www.tokyo-machidukuri.or.jp/      FAX   03-5989-1816

　　●お問合せ先 　  一般財団法人高齢者住宅財団　電話   0120-602-708　
　　　　　　　　　　URL https://www.koujuuzai.or.jp/

　　●お問合せ先 　   各区市町村の社会福祉協議会、各区市町村の相談窓口（44ページ参照）

　　●お問合せ先 　   一般社団法人移住・住みかえ支援機構（ＪＴＩ） 電話   03-5211-0757
　　　　　　　　　　URL https://www.jti.or.jp/lease/

◇家賃債務保証制度
　入居希望者が入居時に一定の保証料を支払うことで、高齢者住宅財団が連帯保証人に代わり家主に対
する一定期間の家賃の債務を保証する制度。高齢者住宅財団と家主が基本約定を締結している場合に
利用できます。ただし、万が一滞納家賃の債務を高齢者住宅財団が肩代わりした場合は、後日入居者本
人が財団に弁済しなくてはなりません。

◇任意後見制度
　任意後見制度とは、将来、認知症などで判断能力が不十分な状態になった場合に備えて、支援してほし
い人（任意後見受任者）や支援内容をあらかじめ自分で決めておく制度です。

任意後見が始まるまでの流れ
① 本人に十分な判断能力があるうちに、あらかじめ誰に何を代理でお願いするのかを、公証人の作成する
　 公正証書に記載し（任意後見契約）、法務局で登記する。
② 本人の判断能力が低下した後に、任意後見受任者等が家庭裁判所に申し立てる。
③ 家庭裁判所が任意後見監督人を選任し、その監督のもと任意後見人としての支援が始まる。

◇マイホーム借上げ制度
　シニア（50才以上の方）等の持家を最長で終身にわたって借り上げて転貸し、安定した賃料収入を保証
する制度です。３年ごとの定期借家契約の切れ目ごとに解約もでき、自分の家に戻ったり、子供に相続した
りすることも可能というメリットもあります。

　　●参　　　考 　   国土交通省ホームページ
　　　　　　　　　　URL https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_
　　　　　　　　　　tk3_000101.html

◇残置物の処理等に関するモデル契約条項

　単身の高齢者が死亡した際に契約関係及び残置物を円滑に処理できるように、国土交通省及び法務省に
おいて、賃借人と受任者との間で締結する賃貸借契約の解除及び残置物の処理を内容とした死後事務委任
契約等に係る「残置物の処理等に関するモデル契約条項」を策定し、公開しています。




